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記対象に 2013 年度（平成 25 年度）から 2014 年度（平成 26 年度）にかけて調査研究を
行い，本報告書に知見をまとめた。以下，研究成果の概要を章ごとに示す。 
 
表 1. 本研究の調査対象 
章 対象機関 対象者 連携 
３．海外の教員養成 トロント大学OISE 学部生・大学院生 大学×学校 











をいかに支援するかは，重要な検討課題である。2000 年代以降でも，2006 年（平成 18
年）の中央教育審議会答申「今後の教員養成・免許制度の在り方について」だけでなく，
2012 年（平成 24年）の中央教育審議会答申「教職生活の全体を通じた教員の資質能力
の総合的な向上方策について」，2013 年（平成 25 年）の「教員の資質能力向上に係る
当面の改善方策の実施に向けた協力者会議」の「大学院段階の教員養成の改革と充実等
について」（報告），2014 年（平成 26 年）の「教員養成部会 教員の養成・採用・研修
の改善に関するワーキンググループ」の「教員の養成・採用・研修の改善について」（論
点整理）に至るまで課題とされ続けている。 
加えて，2012 年（平成 24 年）答申で「新たな学び」と表現されたような言語活動や
協働的な学習活動等を含めた授業をデザインする力が教員に求められ始めている。この






































































を比較対照した。これらは，協働と内省を重視する Consecutive BEd プログラム，教科
等の内容知識を重視する CTEP プログラム，学習科学の理論と実践の往還を重視する
MA-CSE プログラム，伝統的な教育学をベースとした MT プログラムと特徴付けられた。
現地視察も含めて成果を追ったところ，MA-CSEが最も効果的である理由が示唆された。 







CTEP プログラムは大学入学時から一学年約 250 名の学生が理学部や文学部など他の
学部に所属しながら計 5年間で学士と教員免許を取得するものである。教科等の知識を
重視することで PCK が獲得されやすくなるかという研究課題に示唆を与える。 




生方の支援や ICT の活用を実践的に学ぶことになる。 
MT は伝統的な教育学研究科として最も研究志向の強いプログラムだが，Consecutive 
Bed に見られるような協働と内省の習慣育成と MA-CSE のような実践的教育研究を同時
に行おうとする側面もある。 
この４プログラムを比較したところ，MA-CSE の教員採用率が極めて高く，給与でも
他より高いなど実績を上げていた。さらに，Consecutive Bed と CTEP がオンタリオ州


















































第五章では，2010 年度（平成 22 年度）から全国の教育委員会及び学校と連携し，協
調学習を引き起こすための授業改善の連携事業を行ってきた東京大学 大学発教育支援





























































































まず 2012 年度の答申に見られる言及は，囲み 1-1 のとおりである。 
 







































次に，囲み 1-2 が先述の 2013 年協力者会議報告に見られる言及である。 
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も④の PCK の重要性を強調した。PCK は，内容と教授法に関する知識を結び付け，授業
での説明や学習者に取り組ませる活動等のデザインに直結するものになるからである。 
 
① 内容についての知識（content knowledge） 
② 一般的な教授方法についての知識（general pedagogical knowledge） 
③ カリキュラムについての知識（curriculum knowledge） 
④ 教えるための内容知識（PCK） 
⑤ 学習者と学習者特性についての知識（knowledge of learners and their 
characteristics） 
⑥ 教育的文脈についての知識（knowledge of educational contexts） 
⑦ 教育的目標・価値とそれらの哲学的・歴史的根拠についての知識（knowledge 
























































































































































































































































































認知科学では，上記のような 1970 年代の情報処理モデル研究から，1980 年代には日
常生活における人の振る舞いの賢さを見いだす「日常的認知研究」が隆盛した（「計算」
というテーマだけでも Carraher, Carraher & Schliemann, 1985; Lave, 1988; Lawler, 
1981; Scribner, 1984 など）。この日常的認知研究の成果を手際良く整理し，自分たち
の「知的好奇心」に関する研究成果とともにまとめたのが，稲垣・波多野（1989）の「人
はいかに学ぶか」である。その主張は，一言でまとめると「日常生活において人は『能



























































ロジェクト（The Jasper Project）」7（CTGV, 1997）である。ジャスパー ・ウッドベ
                                                   






























































































力に支援する試みが増えてきている（第三章に取り上げる Scardamalia & Bereiter, 

























































                                                   
8 日常的認知研究の先駆者である文化人類学者・認知科学者の Lave は，これを“Quick fix 




































































































（Fullan & Langworthy, 2014）がどれほど実現しにくく，慎重な支援─足場掛け（ス
キャフォールディング）─が要るかを明らかにしてきた点にある。 



















































① “How people learn”（NRC 答申本, 1999） 
最初に取り上げるのは，米国のナショナル･リサーチ･カウンシル（以下 NRC）が教育




































                                                   
13 先述の「人はいかに学ぶか」（稲垣･波多野, 1989）と同じタイトルである。稲垣・波多
野は，米国の国家プロジェクトの 10 年も前に，趣旨も内容もほぼ同じところを狙った著作
を刊行していたと言える。なお，How People Learn の邦訳は 2000 年版を対象として「授




図 2-3. 学習環境デザインの視点（ブランスフォードら, 2002, 邦訳 p.134） 
 
表 2-1. 学習環境デザインの視点と教員養成・研修の課題 

















































































ものになりがち」だと批判している（ブランスフォードら, 2002, 邦訳 pp.209-210）。 
なお，評価中心の観点は学習科学の大きな特徴の一つであり，続く答申本“Knowing 






























図 2-4. 教えることと学ぶことの理解のための枠組み 
（ダーリング＝ハモンド, 2009, 邦訳 p.8） 
                                                   


















































図 2-5. 教えることを学ぶ枠組み 
（ダーリング＝ハモンド, 2009, 邦訳 p.58, 一部修正） 
 











「21 世紀型スキルのための評価と教育プロジェクト（ATC21S: Assessment and 
Teaching of 21st Century Skills）」は，2009 年から 2012 年まで，250 名以上の世界
各国の教育関連研究者や，OECD，UNESCO，IEA などの国際機関，複数国の政府機関，大
手 ICT 企業が集まって，21 世紀に必要なスキルを同定しその育成と評価方法を探った
ものである（白書がグリフィンら（2012/2014）として刊行されている）。 
                                                   
















































































成改善を目指した「特色ある教育活動」（Good Praxis of Teacher Education）を収集
し特徴抽出を試みたものである（国立教育政策研究所, 2013）。なお，その中でも「学











































その際参考になるのが，本章２節で触れた評価の答申本“Knowing What Students Know”



































                                                   











































































































































まりの手順だけに頼るマンネリズムに陥ってしまうこと（で routine expert にな
りやすいこと），適応的熟達への道は，技を磨くとともに創造的な授業への挑戦を
行うことの中で生まれることを示している。 
（秋田, 2012, p.229） 
 
 























つ。その意味で獲得は喪失でもある（秋田, 2012; Humphrey, 2002; 国立教育政策研究







































































1986; Okada & Simon, 1997; Schwartz, 1995; Shirouzu, Miyake & Masukawa, 2002）
の研究や，学習科学や教育心理学における教室で一つの学習課題に取り組む協調学習研
究（Forman & McPhail, 1993; Hatano & Inagaki, 1991; 齊籐, 2014; Shirouzu, 2013a, 















































































































































以上の研究対象をまとめると，下記の表 2-3 のとおりとなる。 
 
表 2-3. 本研究の調査対象 
章. 概要 対象機関 対象者 連携 
３．海外の教員養成 トロント大学OISE 学部生・大学院生 大学×学校 
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トロント大学（University of Toronto）のオンタリオ教育研究所（Ontario Institute 



















のように捉えているかを検討しあった。なお，2013 年度 7 月のシンポジウムは，その
逐語記録を資料に付けた。 
 
表 3-1. OISE の教員養成・研修プログラム調査方法 
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２．Consecutive Teacher Education Program（Consecutive BEd） 
Consecutive Teacher Education Program（Consecutive BEd）は，学部卒業後１年間
で BEd（Bachelor of Education：教育学士）と教員免許（幼～６年生／４～10 年生／
７～12 年生）を取得可能なプログラムであり，１学年約 1200 名が所属する。その内容
は木塚（2010）に詳しく報告されているため，その内容に基づき以下，概要を述べる。
なお，オンタリオ州の教員免許の制度が変わることもあり，2015 年に募集終了となる。 











ップが課せられており，これらを合算すると 65日程度（約 13 週）が実習に充てられて
おり，基準よりも長い。 















































































① The Student Teacher Experience Program（STEP） 

















３．Concurrent Teacher Education Program（CTEP） 
Concurrent Teacher Education Program（CTEP）は，学部を含めた５年間で学士（文
学・理学・音楽・体育），BEd（Bachelor of Education），教員免許（幼～６年生／７～



























































































































４．Master of Arts in Child Studies & Education Program（MA-CSE） 
Master of Arts in Child Studies & Education Program（MA-CSE）は，学部卒業後
２年間で教員免許（幼～6年生）と修士号（MA）を取得可能なプログラムであり，１学
年の定員は 45 名である。この教員養成プログラムは，OISE で大学院教育を受けながら
教員免許取得を目指すものである。学生は Department of Applied Psychology and Human 
Development（AP&HD）に所属する。 
表 3-4 に MA-CSE の授業内容を列挙する。教育実習が内容に緊密に連携して採りいれ
られているため，ここでは別個に説明せず，７節でまとめて詳述する。 
 
表 3-4. MA-CSE の授業内容26 






















































































５．Master of Teaching Program（MT） 
Master of Teaching Program（MT）は，学部卒業後２年で教員免許（Primary～Junior
＝幼～６年生；Junior～Intermediate＝４～10 年生；Intermediate～Senior＝７～12
年生）と修士号（MT）を取得可能なプログラムである。１学年の学生数は約 130 人であ
る。この教員養成プログラムも，MA-CSE と同様に OISE で大学院教育を受けながら教員













オ州の全ての教員養成プログラムと同様に，MT プログラムの授業の多くは，The Ontario 













































表 3-5. MT の授業内容27 




































































































































































れる。この特徴付けには，MT プログラムの学生が属す CTL 専攻の准教授で，四つのプ
ログラムに関与していた Clare Brett 氏の意見も参考にした。 
 
 Consecutive BEd：協働と内省など教員としての基礎力の養成 
 CTEP：豊富な教科知識と教職経験の結び付けによる PCK の獲得 
 MA-CSE：学習科学中心の学習理論と実践の結び付けによる実践的指導力の育成 
 MT：MA-CSE をモデルに学校段階を拡大した研究ベースのプログラム 
 















まず Consecutive BEd は毎年約 5000 名が受験し，その内の 1000 名以上が入学し，オ
ンタリオ州，及びカナダで最多の教員免許取得者を輩出してきた。従来は１年制だった
が，オンタリオ州教育行政からの「より長期にわたる教職課程が必要」との要請と，教
科教育と教授法の知識・スキルの欠如という OISE 自身の反省とから，2013 年時点で２
年制へとプログラムを変更しようとしていた。しかし，教職の高度化とそれに伴う修士
重点化という行政の指針で廃止されることに決まった。 
CTEP は，Antoinette Gagné 准教授（CTL）が中心となって 2005 年に設立された課程
であり，専門学部に所属しながら教職を学ぶ極めてユニークなプログラムである。所属
学生の居場所管理や成績評価28などが難しいのが課題だが（James Slotta, 私信），段階
的廃止が決まった現在でも Clare Brett 氏は「廃止を惜しむ人が多い」と述べている。
Brett 氏は，CTEP と Consecutive BEd という二つのプログラムを比較できたことで，教
職において，CTEP のように領域固有の知識やスキルを重視するか，Consecutive BEd の
ようにとにかく基礎となる教職という過程（「教員として学び続ける」プロセス）を重
視するかという問題が重要なものだと再認識できたと述べている。 







７．MA-CSE プログラムと ICS Lab School 
本節では，優れた実績を上げている教員養成プログラム Master of Arts in Child 
Studies & Education Program（MA-CSE）を軸に，そこに関わる教員候補者や教員がい
かに学んでいるかを詳細に検討する。まず（１）で MA-CSE のプログラムを詳述し，（２）
で MA-CSE の実習対象校であり，MA-CSE を支える研究拠点でもある ICS Lab School29，
（３）でこの Lab School で展開される「知識構築プロジェクト」，（４）で ICS Lab School
で学ぶ MA-CSE プログラム受講者の学びを追う。 
 
                                                   
28 専門学部での単位取得状況やポートフォリオ等をあわせ総合的に評価している。 
29 ICS にはこの Lab School 以外にも研究センターが一つあるため，正確には ICS＝ICS 





大学院としての OISE には４専攻があるが，そのうちの一つである Department of 
Applied Psychology and Human Development は大学院として下記四つのプログラムを
提供しており，Child Studies & Education Program はその中の一つとして位置付けら
れる。取得できる学位とともに示す。 
 
 Child Study and Education – MA ＝「MA-CSE プログラム」はここに位置付く 
 Counseling Psychology – MA, Med, EdD, PhD 
 Developmental Psychology and Education – MA, MEd, PhD 








Dr. Eric Jackman Institute of Child Study Laboratory School は教員養成機関で










































わたって 72 時間を配分する。アカデミックタームに行うことがのぞましい。 
 
research internship に加えて，若しくは結び付けて（あるいは代わりに），学生に




まり，research internship の間に学生は研究に直接携わり，それが independent study 





（２）ICS Lab School 





する小規模校である。OISE からは 900 メートルほどしか離れておらず，徒歩で約 10 分









同校は保育クラス（Nursery School），幼児クラス（Junior and Senior Kindergarten），





名とインターンなどの MA-CSE の院生２名とで担当する。教職員数は 24 名（うち 22 名








が何らかの研究に取り組み，各種国際会議（International Association of Laboratory 





























問いを重視した教育活動が行われている。校長の Elizabeth Morley 氏によると「全て
の子供が人生においてより良く学ぶことができるようになるために，一人一人にとって











 協調学習（collaborative learning）の推進 
                                                   





 メタ認知的アプローチ（meta-cognitive approach）の採用 



















































































































図 3-2a. 書き込み画面 図 3-2b. 書き出しの使用結果の評価 
図 3-2. ナレッジフォーラムの書き込み画面とグラフによる振り返り 
 
③ 知識構築プロジェクトにおける教員の成長 



























































図 3-3a. １年目 
 
図 3-3b. ２年目 
 
図 3-3c. ３年目 






















的な研究とした面が大きい。しかし，その一方で，ICS の教員が OISE の研究者に「一
方的な指導」を受ける関係でもない。 
Messina 氏は今 ICS の副校長を務めており，校長の Elizabeth Morley 氏とともに，










現在それを国際的な教育実践のためのネットワーク「BCCI（Building Cultural Capacity 













図 3-4.BCCI 構想 
 
（４）ICS Lab School における MA-CSE プログラム受講者の学び 
MA-CSE プログラムの修了生は，OISE の提供する他の教員養成プログラムと比較して








図 3-5a. 明日の授業計画を立てる 図 3-5b. ４年生の作文を支援する 
図 3-5. ICS Lab School で過ごす MA-CSE 生 
 




機会を得た。ICS Lab School における MA-CSE プログラムの大学院生の学びの一端を知
ることのできるものとして，筆者らの行った授業に関する質問と彼女の回答を紹介する。 
MA-CSE プログラムの大学院生は，１年目に一度は ICS Lab School で実習を行う。筆
者が話を聞いた大学院生は２年目のインターンシップ先として自ら希望して再び ICS 
Lab School を選択していた。 
筆者は１年生の算数の授業を観察し，次のような疑問を持った。 











まっている子供に rods（図 3-6）を使うよう助言することがあった。 
 
 
















ものである。しかしその一方で，ICS Lab school が子供たちにとって探究の方法を学
ぶ場であるならば，こうした複雑さを持った教具こそ望ましく，むしろブロックやタイ
ルのような余計な要素を省いた教具は不十分と考えられるのではないかというもので




































つも「きっと仲間が見付けられる（You can find your friend.）」と伝えるようにして

























MA-CSEや ICS Lab Schoolでの学びに示された特徴を第二章の視点に沿って列挙する。 
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筋は見えてきた（典型例としてはトロント大学 OISE の MA-CSE プログラム）。一方で「教
員養成・研修プログラムが学校現場の内部に受講者を位置付け，そこでの持続的かつ自
生的な授業実践・研究を通して，省察的実践や適応的な熟達化を引き起こせるか」とい

































1：学部新卒者 ⇒ 新しい学校づくりの有力な一員となる新人教員 







学部段階での ⇔ 学部段階で教 
 
２-gram [学部][部段][段階][階で][での][の]      同じ要素……4/6 
２-gram [学部][部段][段階][階で][で教][教]       一致率……0.67 
 
３-gram [学部段][部段階][段階で][階での][での][の]    同じ要素……3/6 




































図 4-2. 文部科学省の HP に使われた用語のタグクラウド表示 
 
 
図 4-3. 福井大学の HP35に使われた用語のタグクラウド表示 
 





































表 4-1. 報告書題目の頻出用語上位 10 個の内容と出現率 
  全 11 大学院 福井大学 静岡大学 
1 授業 4.23% 教師 7.25% 授業 4.57% 
2 実践 2.62% 学校 5.59% 学校 3.31% 
3 指導 2.60% 授業 5.04% 子供 2.68% 
4 学習 2.13% 子供 4.73% 指導 2.68% 
5 学校 2.01% 学び 4.41% 支援 2.36% 
6 教育 2.00% 協働 4.10% 教師 2.36% 
7 活動 1.84% 生徒 3.47% 学習 2.05% 
8 支援 1.54% コミュニティ 2.52% 実践 2.05% 
9 開発 1.34% 教育 2.52% 向上 2.05% 
10 小学校 1.34% 実践 2.20% 教育 1.89% 
 

























































表 4-2. 福井大学教職大学院の教員養成・研修プログラム調査方法 
所属・肩書等 氏名 調査手法 日付 






寺岡英夫 インタビュー 2014/12/14 




教職大学院 准教授 木村 優 シンポジウム共催 2014/7/13 















                                                   







































                                                   































































































 教員の一員として仕事の総体を学ぶ  
 学校の年間リズムの中で学ぶ  
 子供の成長発達を感じ取りながら学ぶ  
 意欲的に取り組む教員集団の中で学ぶ  





































































学校実習に基づくプロジェクト学習　Project based on Internship
公教育改革の課題に基づくプロジェクト学習 Project based on Public Education





















































































































































は，教員養成における大学院教育の価値転換の必要性を図 4-12 のように示している。 
 
 


































①  インタビュー・報告書の記述結果 





















































































































































































































































































































があり，それが大学院生の自主的な教科教育関連の研究会への参加や K の How 
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表 4-6. 静岡大学教職大学院の教員養成プログラム調査方法 
所属・肩書等 氏名 調査手法 日付 
静岡大学教職大学院 
准教授 
益川弘如 意見交換会 2014/4/26, 5/10, 9/30, 10/29 
シンポ共催，意見交換
など  
2013/6/30, 7/13, 2014/6/21, 
11/9, 12/1, 2015/1/28 
静岡大学教職大学院 
教授 









研究会参加・意見交換 2013/6/30, 2014/9/5 













































① フェイズ１（M１ 前期） 
フェイズ１では，認知学習理論を新たな学びの手法の一つであるジグソー学習法で学
































































































2009 年度入学生の修了後    2011 年度入学生の修了後 




















表 4-8. これまで取り組んできたフェイズ２の活動 
 院生 実践対象 授業概要 
2010 年度 ９名 小６算数 拡大と縮図：知識構成型ジグソー法 
2011 年度 ６名 小５理科 釣合い：工作的発問をもとにした活動 
2012 年度 ７名 小４社会 明治維新の政策：タブレット PC 活用ワークショップ型 


























































































図 4-18. 学習科学の理論（下）とそれに基づく取組（上） 
 
















































































































グループ 1 はストレートマスター２名 (A, B と呼ぶ) と現職院生１名 (C と呼ぶ)，



















































































どのように変容したかを示したのが表 4-9 である。 
 
表 4-9. 授業案の検討段階と最終案の違い 






































































表 4-10. 振り返り授業で言及された項目の内訳 
個人での記述回答   グループでの話合い時 









ア～オ） 18 35 53 
 学習理論 
ア～オ） 18 27 45 
実習等体験 
カ～コ） 11 24 35 
 実習等体験 
カ～コ） 3 2 5 
その他 サ） 13 11 24  その他 サ） 13 7 20 






































































































































































A Ⅰ ジグソー学習法 (イ) 
F 小学校での提案授業 (ク) 
 
ジャスパー (エ) 
F 小学校での提案授業 (ク) 
アクティブ・ラーニング (エ) 
自身の 2 年次の実習 (ケ) 
B Ⅰ 実世界の問題 (イ) 
F 小学校での提案授業 (ク) 
 
実世界の問題 (イ) 
自身の 2 年次の実習(ケ) 
C Ⅰ ジグソー学習法 (イ) 
ワークショップ (エ) 




D Ⅰ 学習者中心 (ア) 
課題駆動型研修 (エ) 
自身の 2 年次の実習(ケ) 
 
Ⅱ ジグソー学習法 (イ) 
将来の自分の授業 (コ) 
E Ⅰ 省察 (ア) 
学力論 (ウ) 
自身の 2 年次の実習(ケ) 
 




G Ⅰ ジグソー学習法 (イ) 
自身の 2 年次の実習(ケ) 
 
変容的評価 (イ) 
自身の 2 年次の実習(ケ) 
Ⅱ ジグソー学習法 (イ) 







する。表 4-12 に院生の属性情報も含めてテーマを載せた。 
 






A 外国語  (英語) なし 
協働的な相互交流によって学びを深める外国語活動， 
日常生活で活用できる外国語スキルの習得 
B 数学 なし 中学校でのアクションリサーチによる実世界を数学化する教材開発 
C 社会 16 年 (小) 子供が主体的に問題解決に取り組み概念的知識を習得する社会科の単元デザイン 
D 理科 16 年 (小9年,  中3年，塾4年) 
小学校国語科単元デザイン作成過程の解明及び授業実
践と省察の効果に関する研究  









































































































                                                   





表 4-13. 外部講演会での構成要素ごとのコメント数（一人当たり平均） 
 教職大学院生 その他参加者 
教育目標 0.25 0.55 
教育方法 0.5 0.41 






高かった。具体的には，現職院生 F, G による以下の記述が挙げられる (下線は講演内
容に含まれない学生の考えだと思われる箇所)。 
 
表 4-14.  コメントの質の分類（人数） 
 教職大学院生 その他参加者 
自分なりの考え 7 2 
感想 2 42 
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表 4-15. 福井大学と静岡大学の特徴の比較対照 








2.実習の方式 学校拠点方式 訪問型＋滞在型実習 
プログラムの理論的解釈 
3.学校の外部か内部か 内部 外部 
4.理論か体験か 体験⇔省察（理論） 理論⇒体験 
5.観察（介入）対象 学校まるごと まずは授業 
6.授業の型の提供 なし あり 
7.デザインか振り返りか 振り返り デザイン 
8.客観データか主観的解釈か 主観的解釈 客観データ 
9.共通課題か個別課題か 個別課題 共通課題⇒個別課題 
10.建設的相互作用 異視点，重層 共通課題に対する異視点，重層 
 
例えば，福井大学は学校の内部に受講者を位置付け（表 4-15 中の 3），「学校の内側
からの改革」のハブにしようとする。そのために受講者に自らの体験を振り返らせ（表






を体験し（表中 4, 5），問い直し，変革する道筋を実現しようとしている。 
一方，静岡大学は学校の外部に位置付く大学院において（表中 3），理論と授業の型





















































































































































育センター及び学校と 2010 年度から始め，2014 年度時点で 20 を超える教育委員会等












表 5-1. CoREF の教員研修プログラム調査方法 
機関 調査手法 日付 
東京大学CoREF  関係者（三宅なほみ副機構長, 
飯窪真也・齊藤萌木助教等）と
の意見交換 
2012/9/5, 10/3-4, 2013/3/18, 4/15, 10/14, 
2013/12/30, 2014/3/12, 9/21, 11/8, 11/17, 
2014/11/30 
研究会参加，シンポ共催等 2013/2/2, 4/22, 5/26, 7/13, 2014/3/16, 4/26,  











2012/10/17, 2013/2/21, 7/10, 7/17, 9/18, 
2014/1/18, 5/24, 7/25, 9/16, 2015/1/17 
公開授業等見学 2012/10/13, 11/27, 2013/5/27, 2014/10/7, 




タ  ー         
意見交換（千代西尾祐司指導主
事等）との意見交換 




2012/11/5, 2013/8/26-27, 11/7-8, 2014/2/15, 
2014/5/16, 6/20, 8/25-27, 12/4-5 
注：肩書は全て調査当時 
                                                   
48 連携の経緯や現状については CoREF 自身による報告書（東京大学 CoREF, 2011, 2012, 





















彼らはいろいろな返事をすることができる。individual ideas や decision や belief が経
験を通して子供たちの中にあるから，これを使おうと。 





















知識構成型ジグソー法は，先生方に how people learn の一番大事なところを，それこそ
quicker and dirtier way でお伝えするために，一つの非常に constraint（制約）の強い
授業のやり方としてお渡しするものです。昨日までやっていた授業をこの形に変えてみて
ください。少し大変ですけど，人のやり方をまねしてもできるので，やってみてください。











































































年度からは学習科学セミナー）」を行っている。前者は 2014 年度，後者は 2013 年度分
165 
 









表 5-2. CoREF の協調学習授業作りに関する教員研修プログラム 






































                                                   






















図 5-1. 知識構成型ジグソー法の 
授業デザインシート 










































































































































































































































表 5-3. 埼玉県における研修対象者の年度ごとの拡大 
 2010 2011 2012 2013 2014 
県立高校学力向上基盤形成事業／ 
未来を拓く『学び』推進事業 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 
高等学校初任者研修   ✓ ✓ ✓ 
指導主事研修   ✓ ✓ ✓ 
管理職対象研修    ✓ ✓ 
マイスター研修     ✓ 
 



























































































































Aronson, E. (1978). The jigsaw classroom. Beverly Hills, CA : SAGE Publications. 
大学発教育支援コンソーシアム推進機構(CoREF) (2011). 『自治体との連携による協調学習の授業づ
くりプロジェクト (平成 22 年度報告書) 協調が生む学びの多様性』. http://coref.u-tokyo.ac.jp/. 
大学発教育支援コンソーシアム推進機構(CoREF) (2012). 『自治体との連携による協調学習の授
業づくりプロジェクト (平成 23年度活動報告書) 協調が生む学びの多様性 第 2集 －新しい
ゴールへ向けて－』. http://coref.u-tokyo.ac.jp/. 
大学発教育支援コンソーシアム推進機構(CoREF) (2013). 『自治体との連携による協調学習の授
業づくりプロジェクト (平成 24年度報告書) 協調が生む学びの多様性 第 3集 －子どもが変
わる・先生が変わる－』. http://coref.u-tokyo.ac.jp/. 
大学発教育支援コンソーシアム推進機構(CoREF) (2014). 『自治体との連携による協調学習の授
業づくりプロジェクト (平成 25年度報告書) 協調が生む学びの多様性 第 4集 －私たちの現
在地とこれから－』. http://coref.u-tokyo.ac.jp/. 
大学発教育支援コンソーシアム推進機構(CoREF) (2015). 『自治体との連携による協調学習の授
業づくりプロジェクト (平成 26 年度報告書)』. http://coref.u-tokyo.ac.jp/. 
飯窪真也・齊藤萌木 (2015).「教育委員会とのコラボレーション」. 大島純・益川弘如編著『学
びのデザイン・学習科学』. 東京: ミネルヴァ書房（印刷中） 
三宅なほみ (2013).“Restoring “how people learn” as the core of educational reform in 









第二章の視点に照らしてまとめたのが，表 6-1 である。項目順に見ていこう。 









表 6-1. ３機関の特徴の比較対照 
 福井大学 静岡大学 東京大学 CoREF 





3.観察（介入）対象 学校まるごと まずは授業 まずは授業 
4.授業の型の提供 なし あり あり 
5.デザインか振り返りか 振り返り デザイン デザイン 
6.客観データか主観的解釈か 主観的解釈 客観データ 客観・主観 















































































































































































































                                                   







① 付加型変化（Additive change）：変革は，新しい目標や教科内容（cf. 環境，国
際，情報教育），テクノロジーを追加するだけで可能になると考えるレベル。従来
の教育内容は，追加する「空き」を作り出すために削除されることがある。 
② 同化型変化（Assimilative change）：21 世紀型スキルへの取組を単なる付加と見
るのではなく，カリキュラムも教え方も，批判的思考や問題解決，協調などのス
キルをより重視したものに再編する必要があると捉えるレベル。 
③ 一体型変化（Systemic change）：現在の学校の 19 世紀型の構造を残して，そこに
新しい要素を統合するのでなく，学校自体を 21世紀型の教育機関，例えば，自ら
「知識を創造する機関」へと作り替えることで，変革を実現するレベル。 




















（diSessa & Cobb, 2004; 山口, 2007 に詳しい紹介がある）や「原則に基づいた実用
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